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専門家が寄り添う伴走支援
経営改善や業容拡大の推進力に

新社屋でIT人材養成
派遣人材を育成する仕組み拡充へ

東京の企業と連携し
カリキュラムを構築

　石川県に本社を構える人材派遣会社としてはトッ
プクラスの売り上げを誇るエー・オー・シー。単に人
材を派遣するだけにとどまらず、付加価値向上を目
指して、派遣する人材の育成に力を入れている点に
特徴がある。
　例えば、今年10月に金沢市駅西本町に完成し
た社屋の1階に整備した研修室では、来年2月から
企業に最適のシステムを企画・立案する人材「ITア
ーキテクト」を養成する講座をスタートさせる計画だ。
　同社の本多温史社長は「2030年に最大で約
80万人ものIT人材が不足するとの試算がある。時
代に応じた社会課題の解決に貢献することが当社

の使命だ」と力を込める。
　こうした人材育成システムの構築などを視野に、
同社では今年4月からISICOの専門家派遣を活用
し、2カ月に一度のペースで継続的にアドバイスを
受けている。
　本多社長は「ITアーキテクトの養成に向けては、
ISICOの専門家が東京のIT企業とつないでくれた
おかげで、カリキュラムを構築することができ、本当
に助かった。これからは研修用のハード整備、上場
準備などについても相談したい。経営を取り巻く環
境は、一寸先は闇といっても過言ではないが、専門
家が寄り添ってくれることで不安の解消につながっ
ており、思い切りチャレンジできる支えになっている」
と話す。

新事業創出や創業、研究開発、販路開拓、人材採用などを総合的に支援するISICOで
は、県内中小企業が直面する課題の解決に向け、伴走支援に取り組んでいる。さまざま
な経験とノウハウを持った専門家が、まさにマラソンランナーのそばで走る伴走者のよ
うに経営者らに寄り添い、継続的にサポートしており、今回の巻頭特集では、そんな伴走
支援を通じて経営改善や新たな事業展開につなげた2社の取り組みを紹介する。

（株）エー・オー・シー
 金沢市駅西本町1丁目15-26
 T E L .076-222-9239

代表者	 　本多 温史	 資本金	 　4,800万円
設　立	 　1991年5月	 従業員数	 　87名
■事業内容　労働者派遣事業・アウトソーシング事業・技術サービス受託事業など
●  ht tps ://www.aoc-net .co . jpCASE 01
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製造現場の保守要員育成へ
実際の機械で研修

　同社が初めての本格的な研修施設「エー・オー・シ
ー テクニカルセンター」を金沢市横川に設置したの
は2020年10月のことである。
　同センターでは真空装置やメカトロ装置を使って
機械の構造や原理、メンテナンスなどを学ぶほか、
製造現場で使う機械の自動化に必須となる有接点
シーケンス制御についても習得する。大手電器メー

カーでエンジニアを務めたOBが講師を務め、スキル
を確実に身に付けてもらうため、マンツーマンで丁寧
に指導する。1カ月半から2カ月半のカリキュラム修
了後は、国家資格である機械保全技能士2級に相
当する技術が習得可能だ。研修費は無料。研修中
は時給が支払われ、安心して学べる環境が整ってい
る。
　開設以降、約100人が卒業し、派遣先の企業か
らは「機械と電気、両方の基礎を学んでいるので、
非常に助かっている」など、高く評価する声がある一
方、本多社長は「さらにレベルの高いスキルをご要望
いただくこともある」と話し、そうしたニーズに応えてい
くため、今後はカリキュラムをブラッシュアップしていく
考えだ。

派遣切りや雇い止めが急増
技術力の重要性を痛感

　エー・オー・シーが人材育成に力を入れるきっかけ
は、2008年のリーマンショック時の経験にある。派
遣切りや雇い止めが社会問題となる中、同社の売り
上げも前年の半分以下にまで落ち込んだ。
　とはいえ、すべての派遣社員が軒並みそうした憂き
目に遭ったかと言えばそうではなく、技術系の人材は
契約を更新するケースが多く見られた。「技術の有

無で人生ががらりと変わる。このまま同じやり方をして
いては将来がない」。そう危機感を募らせた同社が力
を入れ始めたのが人材教育だった。
　「お客様から必要とされる人材像をテーマにした研
修など、まずは働く人の意識改革を目的とした座学か
らスタートした。根気よく取り組んだ結果、他社と比
べて定着率がアップした」と本多社長は振り返る。
　人を右から左に派遣するサービスには価値がな
い。人材を成長させることこそが重要だ。その信念は
ますます強固になり、その後、テクニカルセンターの
設立やIT人材養成講座の開講などへとつながって
いった。

将来的には
拠点ごとに研修施設を

　これまで述べてきたほか、同社では企業と連携した
オーダーメード型の人材育成にも着手する。
　例えば、富山県では医薬品メーカーと共同でテク
ニカルセンターを開設し、品質管理や製品の試験・
分析に関する専門的な知識と技術を持った人材を
育てようと準備を進めている。愛知県では自動車メー
カーとともに、車体に部品を取り付ける技能を養成す
るためのトレーニングセンターを立ち上げる構想もあ
る。
　また、北陸、東海エリアはもちろん、来年3月までに
シリコンアイランドとして半導体産業の集積が進む
九州にも支店を設置する予定で、「将来的にはこうし
た拠点一つ一つに研修センターを設け、地域や社
会のニーズに応える人材を輩出してく考えだ。そのた
めにもISICOには引き続き支援をお願いしたい」と話
す本多社長。これからの同社の成長に注目してほし
い。

完成して間もない新社屋
で取材に応じる本多社長。
背後に見える「OVER THE 
HERE」には「今の自分を
超えていこう」という社内
向けのメッセージが込め
られている。

写真左／メカトロ装置を使
った研修。しっかりと理解で
きるようマンツーマンで指
導する。
　写真中／機械や装置の自動
化に必須となる有接点シー
ケンス制御の研修風景。
　写真右／実験や開発などで
使われている真空装置の構
造や原理、メンテナンスに
ついても学べる。
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自社製品の売上比率を高め
経営体質を強化

言い値での受注を改め
利益確保に注力

　ISICOの伴走支援を受けながら、経営体質の強
化に取り組んでいるのが、板金加工を得意とする森
山鉄工だ。
　もともと同社では、機械メーカーや部品メーカー
の下請けが中心だったが、1994年に発売したア
ルミ製脚立「MTステップ」を皮切りに自社製品を
次 と々開発し、利益率を高めてきた。同社の売り上
げに占める自社製品の割合はじわじわと高まり、今
では50%にまで達している。試作や販路開拓では、
ISICOの支援が大きな後押しとなった。

　また、収益性を高めていくため、ISICOの専門家
のアドバイスを受け、受注に関する社内ルールも見
直した。以前は取引先の言い値で仕事をしていた
が、これを改め、原価や経費をしっかりと計算し、採
算の合わない仕事は受注しないようにした。
　そのためには、特定の会社への依存度が高いま
まではいけないと営業活動にも注力。鉄やアルミ、
ステンレスなど、さまざまな素材を0.1ミリから25ミリ
の厚さまで、しかも板材だけでなくパイプ状の材料も
加工できる技術力の高さが強みとなり、取引先2社
で売り上げの90%以上を占めていた状態が解消さ
れ、現在は20%を超える会社は1社もない。

（株）森山鉄工
加賀市大聖寺下福田町8-104
T E L . 0761-72-8686

代表者	 　森山 信	 	 設　立　　1988年4月
資本金	 　4,500万円	 従業員数　21名
■事業内容　各種製缶加工、脚立・荷役機器の製造・販売
●  https://www.moriyamatekkou.co.jpCASE 02

写真左上／耐久性と利便
性に優れたアルミ製脚立

「MTステップ」シリーズ。
大手自動車メーカーや鉄
鋼メーカーでも採用され
ている。
　
写真左下／荷台を縦に折
り畳む新発想で、従来の
3分の1ほどのスペースで
収納できる「MTカート」。
　
写真右／運転免許や資格
は必要なく、誰でも手軽
に荷物を積み下ろしでき
るよう開発された「パレッ
トリフター」。
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脚立や台車を折り畳み
収納スペースを1/3に

　今や売り上げの主力となった自社製品は、脚立、
台車、昇降機の3つのジャンルに分けられる。
　今最も売れているのが「MTステップD」（表紙写
真）である。これは「MTステップ」を進化させたアルミ
製脚立で、安全性を高めるため、両サイドに手すりを
付けた点が最大の特徴だ。キャスター付きで移動は
楽々。ロックすると車輪が浮き上がってゴム付きの脚
が接地するので、安定感も抜群だ。折り畳んでコン
パクトに収納できるよう工夫されていて、使用時は50
センチある幅が、3分の1以下になる省スペース性も
人気の秘密である。
　「MTカート」という製品名で展開する台車は、一
般的な台車のように手押し用ハンドルを倒すのでは
なく、荷台を縦に折り畳む新発想で、収納時の利便
性をアップさせている。
　「MTパレットリフター」は地面からトラックの高さま
で荷物をリフトアップしてくれる昇降機だ。フォークリフ
トのような専用の免許は不要で、一人でも簡単に作
業できるのが売りで、ヤマト運輸や日本郵政に多くの
納入実績を誇っている。

新たな設備を生かして
家具やアウトドア用品も

　自社製品は既に20種類以上をラインアップしてい
るが、さらに拡充するため、2021年には国の事業再
構築補助金を活用して、ファイバーレーザー加工機
を導入した。申請にあたってはISICOが認定支援機
関としてサポートした。
　ファイバーレーザー加工機は一般的なレーザー加
工機と比べ、切断速度が速い上、微細な形状への
対応も可能で、厚板への小径の穴開け加工ができ
るなどの利点がある。
　この加工機を活用して開発中なのがテーブルやス
ツールといった「アイアン家具」である。コロナ禍以
降、家で過ごす時間が増えたことを背景に着想し、目
下、開発の真っ最中だ。
　ファイバーレーザー加工機の導入は新たな受注
の呼び水にもなった。3密を回避するレジャーとしてキ

ャンプの人気が高まる中、たき火台やテーブルといっ
たアウトドア用品の部材の注文を新たに獲得し、取
引先の分散につながっている。

事業承継や人材採用でも
ISICOのバックアップ

　2018年に事業承継する際には、森山信社長が
ISICOの後継者塾セミナー（全6回）を受講。森山社
長は「現場出身で、経営のことは父に任せきりだっ
た。決算書の見方や事業計画の作成など、セミナー
でいろいろ指導してもらったおかげで今日までやって
こられた」と話す。
　このほか近年では、ホームページの見直しや採用
力の強化に向けてもISICOの支援メニューを活用し
ている。ホームページは、専門家の指導を受けて自
社製品の販売機能を持たせるほか、採用ページも新
たに掲載する計画で、来年3月のリリースを予定して
いる。
　また、特定技能外国人の活用に向け、ISICOから
人材紹介会社の紹介を受けたほか、日本人採用に
向けては森山由美営業部長がハローワークに掲出
する求人票の作成講座を受講し、指導内容を実践。
これからもISICOの支援メニューをフル活用しなが
ら、経営改善に取り組む考えだ。

高い技術力を武器に多様
な仕事を受注すると同時
に、自社製品の販路開拓に
も力を入れる森山社長と
妻の由美営業部長。



能登の米を用いた餅や菓子を扱う「むらのもちや」（能登町）では、農家で食べら
れてきた米菓「生かきもち」を、子育て世代の女性をターゲットにリメイクし、好評を
得ている。開発した若女将の福池凡恵さんの言葉の端々には、「大好きなお米の魅
力を伝えたい」という情熱が宿っていた。

農家のおやつ「生かきもち」を現代風に
楽しさとおいしさを家庭に届ける

電子レンジで１分間
硬い餅がおやつに大変身

　寒い時期についた餅を薄くスライスし、乾燥させ
て作る生かきもちは、主に農家で長く親しまれてき

た米菓だ。熱を加えると膨らんでサク
サクになるのが特徴で、かつては能
登でも、大人がいろりで焼き、子ども
が目を輝かせて完成を待つ光景が見
られた。
　そんな家族の姿を現代によみがえ
らせようと、福池さんが2015年に開
発したのが「ぽちかきもち」である。愛
らしいパッケージの中に、味の異なる
正三角形の生かきもちが6つ入って
いる。調理は電子レンジで1分間。加
熱される様子をレンジのガラス窓から
のぞくと、モコモコと膨んでいくのが見
えて面白い。油や砂糖を使っておら
ず、軽やかな食感と米の優しい甘さ
が感じられ、特に子育て世代の女性

に支持されている。同店の主力商品の一つだ。

能登の過疎化が進む中
全国の市場を意識

　むらのもちやは、福池さんの義母・みち子さんが
「能登の米で作った食品を通して、地域を活性化
したい」との思いで2000年に設立した。主な商品
は餅、和菓子、米菓。子どもの頃から炊きたての白
いご飯が大好きだった福池さんは、同店の赤飯を
食べて感激し、米の加工食品の魅力を知った。「こ
のおいしさを多くの人に届けたい」と、結婚翌年の
11年に入店した。

　製造現場から経理まで一通りの業務を経験後、
特に力を入れたのが新商品の開発だ。というのも、
それまで同店の売り上げの中心は年末年始に需
要が増える餅で、能登の過疎化と少子高齢化が
進む中、売り上げが減っていくのは目に見えていた。

「全国の市場をターゲットに、通年で売れる商品
を」と考え、狙いを定めたのが生かきもちだった。
　「生かきもちは店で売られていても、食べ方が分
からず敬遠されている。販売チャンスを逃しているも
ったいない商品だと思った」と福池さん。電子レンジ
の前で、かきもちの完成を待つ親子の姿を想像しな
がら、新商品開発に着手した。

マーケティングで声を拾い
形と味の改良を重ねる
　福池さんがターゲットに据えたのが、子育て中の
女性だ。「私自身に幼い子どもがいたので、安心し
て与えられるおやつが欲しかった」とその理由を話
す。まずは食品添加物や食物アレルギーの症例が
多い材料を使わないことにした。さらに、生かきもち
のイメージを刷新するような見た目や風味を目指した。
　従来の長方形に縛られず、スタイリッシュな形を
求めてたどり着いたのが、一辺が約4センチの正三
角形だった。電子レンジ調理で長方形よりも硬い
部分が残りにくく、丸形や楕

だ え ん

円形よりも製造途中で
割れにくい利点もあった。
　風味は、餅米にさまざまな素材を混ぜて試作した。

「中島菜」「えごま能登しいたけ」など、地元食材を
生かしたものに加え、「ココア」や「トマトバジル」とい
った洋風の味もラインアップに加えた。
　商品開発時の参考になったのは、ISICOの活性
化ファンドを活用したマーケティング調査だ。試作品
を食べて感想を言い合ってもらう座談会やアンケー
トなどを実施した。フードコーディネーターとデザイナ

正三角形の生かきもち（上）を
電子レンジで加熱すると2倍
ほどに膨らむ（下）。
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ーの協力も仰ぎ、実に4年半の期間をかけて完成
にこぎつけた。

米菓の売り上げが好調
経営の安定に直結
　次に力を注いだのが販路拡大だ。ISICOのアド
バイザーの支援のもと、金沢の百貨店で年2回、
催事に出店するようになったほか、北陸自動車道
小矢部川サービスエリア（下り）にはむらのもちや
専用の販売スペースが設置された。さらに、京都で
小売りや卸売りを行う企業とも提携し、北陸以外
の市場も広げている。

　生かきもちそのものの知名度が低い課題をクリ
アするため、加熱前後の形の違いを示した店頭ポ
ップを制作した。子育て世代からの反応はよく、「か
わいくて気に入った」「おみやげにもぴったり」とい
った声が寄せられるという。
　変化は数字にしっかりと表れている。全国展開
するスーパーのプライベートブランドとしてポン菓
子製造を請け負うようになったことも後押しとなり、
売り上げに占める米菓の割合は、ISICOの支援を
受ける前後で7％から16％に上がった。年末年始
の餅の売り上げに依存しない経営体質になりつつ
あることを意味している。
　課題もある。在籍している従業員は平均70歳
で、業務負担の軽減と効率化を早急に進めなけれ
ばならない。より単価の高い新商品も開発したいと
ころだ。現在、赤飯を簡単に作れるような商品を検
討しており、「子どものために赤飯を炊きたいけれ
ど、煩雑な調理に時間が割けないからと断念して
いる方に届けたい」と福池さん。日本の米食文化
を次世代へつなぐための挑戦は続いていく。

1978年、能登町出身。金融機関勤務
を経て2011年、義母が営む「むらの
もちや」に入店し、現在は経営全般を
取り仕切っている。23歳の頃、父を53
歳という若さで亡くし「人生の時間は
限られている」と実感して以来、「善は
急げ」をモットーとしている。

　
むらのもちや／若女将

福池 凡
な み え

恵さん

http://murano-mochiya.shop-pro.jp

DATA

むらのもちや

写真上：左手前が「ぽちかきもち」。思わず手に取りたくなるパッ
ケージデザインだ。
写真下：工場では一つ一つの商品を心を込めて手作りしている。

鳳珠郡能登町字柳田仁部72-2
TEL .0768-76-8155 

福池 みち子
2000年10月
10名
餅、和菓子、米菓の製造・販売

代 表 者
創 業
従業員数
事業内容
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Dr.Bridgeによる橋梁点
検の様子。Dr.Bridgeを使
うことで、若手技術者だけ
で点検業務を担うことも
可能に。

建設コンサルタントの日本海コンサルタントは、ISICOの「いしかわ次世代産業創造ファン
ド」を活用して、AIによる橋梁診断支援システム「Dr.Bridge（ドクターブリッジ）」を開発し、
2020年6月にクラウドアプリケーションとしてリリースした。同システムを用いて診断した橋梁
は、全国で約3,000件に上り、人手不足の解消と費用削減に大きな効果を発揮している。

圧倒的な人手不足の解消へ
AI橋梁診断支援システムを開発・販売

(株)日本海コンサルタント

写真と簡単な情報だけで
AIが橋の劣化度を判定

　日本海コンサルタントがBIPROGY（ビプロジー/旧・日
本ユニシス）と共同開発したDr.Bridgeは、AIが橋梁の
健全度と劣化要因を診断するクラウドアプリだ。
　使い方はいたって簡単で、ウェブにアクセスして、橋梁
の診断したい部分の写真について、塩害のある地域かど
うかなどの環境情報と部材などの諸元情報を入力してア
ップロードすると、10秒程度で橋の健全度を5段階で評
価し、その劣化要因も判定してくれる。さらには、この診
断結果を国土交通省が定めた仕様の調書へ反映し、自
動で出力する機能もある。
　アップロードする写真の撮影は、ハイスペックカメラで
なくてもスマホで十分で、撮影距離も0.5～3メートルまで
柔軟に対応する。診断枚数は300枚／橋（基本プラン）

まで利用することができ、小規模橋梁から大規模橋梁ま
で対応可能だ。

ミスなく、診断が安定
コストも大幅削減を実現

　塩士圭介AI技術室担当室長によれば、Dr.Bridgeの
診断精度は「人間の技術士やコンクリート診断士と同
程度(※1)」のレベルにある。メリットは多く、以下の4つに
集約できる。
　まずは、画像内の劣化した箇所を見落とすなどのヒュ
ーマンエラーを回避できることだ。また、技術者による診
断結果のばらつきを防げるので、点検品質の安定につ
ながる。
　作業のスピードも大幅にアップする。「従来なら点検
で現場を回るのは1日に2、3カ所、調書の作成には1カ

教師データとして画像に
健全度や劣化要因のラ
ベリングを施す様子。

※1　 
同一の写真を複数
の技術士が各々診
断して集計した結
果の比較。
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所に1日半かかっていた。それがDr.Bridgeでは1日に3、
4カ所点検でき、調書もより短い時間で完成できるように
なった」と橋梁技術部兼AI技術室の町口敦志担当グル
ープ長は説明する。この結果、同社では橋梁の点検費
用を従来比で最大35％削減できた。

5年に一度の点検義務化で
人手不足が加速

　同社が橋梁診断支援AIの開発に取り組む契機にな
ったのが、2012年の「笹子トンネル天井板落下事故」
に起因して、2014年に道路法施行規則が改正され、国
内にあるすべての橋とトンネルに5年に一度の点検が義
務付けられたことにある。
　全国に存在する橋梁は約73万カ所と言われる。当
時、すでに業界は人手不足だったが、「法改正によって、
将来的に圧倒的な人手不足になることが確定し、何らか
の対策を取らざるを得なくなった」と黒木康生社長は振り
返る。
　そんな折、注目を集めていたのが、ディープラーニング
(※2)を導入してプロ棋士を次 と々破っていた将棋AIだっ
た。「ディープラーニングを用いれば、高精度な診断シス
テムができる」（町口担当グループ長）と考え、2016年か
ら開発に着手した。
　システムの構築にあたり、AIの診断モデルおよびクラ
ウドアプリの開発を同社とBIPROGYが協働して担った。
とりわけ苦労したのが、AIの判断力の源である学習モデ
ルの作成と診断精度の向上だったという。
　学習モデルを作るため、学習元となる教師データとし
て約30万枚の橋梁画像を用意した。しかし、この30万
枚でトレーニングした最初の学習モデルの診断精度は
40％程度に過ぎなかった。
　AIが誤診した画像を訂正して再学習させ、健全度や
劣化要因の分類を見直したりもしたが、60％を少し上回
る精度しか出ず、実用レベルのAIの開発は難航した。
　ブレイクスルーが起きたのは、開発を始めて1年がたっ
た頃。「AIとはいえ画像だけで診断するのは無理がある」

（町口担当グループ長）と考え、教師データにコンクリー
トのひび割れ幅も加えたところ、精度がいきなり10％も

向上したのだ。
　教師データに塩害や凍害が起こるか否かの地域情
報、橋梁の部材情報を加えると精度はさらに向上し、最
終的には健全度で84.4％、劣化分類で90.8％の診断
精度を達成した。「研究・開発に多額の費用がかかるた
め、ISICOによる支援は大変助かった」と黒木社長は話す。
　ちなみに、画像データと諸元データを組み合わせての
ディープラーニングは独自の技術であり、2023年7月に
特許を取得している。

金沢市は2,500万円削減
さいたま市や熊本市も採用

　2020年6月にサービスインしたDr.Bridgeは、2023
年5月時点で約1,400カ所の点検で利用され、さらに同
年12月時点で約3,000カ所に用いられるなど、利用数
が急増している。特に、いち早く採用した金沢市では、5
年で約2,500万円のコスト削減を見込む(※3)など、大き
な成果を挙げている。
　一方で課題もはっきりしている。現在、Dr.Bridge を採
用する20自治体のうち16が県内で、県外での採用が進
んでいないことだ。「自治体が新システムを採用する際は
検証作業の実施や、既存システムとの連携があり、県外
ではそこをサポートしきれていない」と事業推進本部の東
誠司副本部長は説明する。
　とはいえ、前向きな材料もある。さいたま市や熊本市と
いった政令指定都市が採用を決めたことだ。「周辺自治
体に間違いなく好影響がある。全国展開の足がかりにし
たい」と、黒木社長は県外での市場開拓を推し進める考
えだ。

新たな事業領域へのチ
ャレンジを決めた黒木
社長と同社のAIチーム

（写真左から町口AI技
術室担当グループ長、安
藤AI技術室長、黒木社
長、塩士AI技術室担当
室長、東事業推進本部
副本部長）。(株)日本海コンサルタント

金沢市泉本町2-126　TEL. 076-243-8258

https://www.nihonkai.co.jp 

代  表  者　黒木 康生
設　　立　1976年6月
資  本  金　3,000万円
従業員数　240名
事業内容　建設分野に関わる調査・計画
　　　　　設計のコンサルティング

※2　
深層学習とも。大
量のデータを学習
して、データ内から
特徴を見つけ出す
技術方法で、人間
の神経細胞の仕組
みを模して多層的
（ディープ）に情報
を処理する。

AIによる橋梁診断のイ
メージ。健全度を色分け
して表示する。

※3　
出典：ジチタイワー
クスvol.22(2022年
10月発行)
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金沢市角間町
TEL. 076-264-6111

https://o-fsi.w3.kanazawa-u.ac.jp

金沢大学先端科学・社会共創推進機構

20人の専門スタッフが対応

　金沢大学では2019年2月、地域連携推進セン
ターと先端科学・イノベーション推進機構を再編・
統合し、先端科学・社会共創推進機構を設置した。
同機構が教育・研究の高度化や研究支援とともに
力を注いでいるのが「産学連携による研究成果の
社会への還元」だ。
　企業などから寄せられるさまざまな相談に対応す
るために設けているのが「ワンストップサービス窓
口」である。簡単な技術相談から本格的な共同研
究まで受け付けており、県内外の民間企業との共
同研究件数は3年間で約10％伸びた。

　窓口で相談を受けるのは、約20人のリサーチ・ア
ドミニストレーター（URA）である。URAとは、大学
や研究機関、企業の研究活動を支援する「専門
職」で、同機構では研究畑を歩んだURAと民間出
身のURAが在籍し、多様な視点と柔軟な発想で相
談者に対応できる体制を整えている。

企業と研究者との橋渡し役
　企業からの相談に対し、URAは内容を問わず相
談に乗り、ニーズの聞き取り調査を行う。「製品開
発のアドバイスがほしい」「大学の研究・特許・設備
などを利用したい」「新規分野を開拓したい」「ネット

産学連携の重要性が説かれて久しい。金沢大学では、これまで蓄積した知見や研
究成果をもとに、企業や自治体などが抱える問題の解決、新しい価値観や産業の
創出、人材育成に取り組んでいる。組織の再編・統合により、社会課題を解決する
ハブとしての機能を強化し、企業からの相談も積極的に受け入れている。

大学の知見と経験を社会に生かす
「ワンストップサービス窓口」に相談を

企業や自治体からの相談を受けるURAのメンバー

ISICOと連携して県内
企業の皆さんをサポート
する支援機関や研究機
関などをご紹介します。
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ワークを構築したい」「研究者や学生と気軽に話し
たい」など相談は多岐にわたる。
　URAは、相談内容をもとに、企業とマッチする研
究者がいないかを調べ、橋渡し役をする。時には企
業の問題解決を優先し、他大学の研究者を紹介す
るケースもあるという。
　その後、企業は「学術コンサルティング」として、
研究者から教育研究・学術上の専門知識に基づ
き、指導・助言を受ける。費用としては1時間2万円
からとなっている。学術コンサルティングで解決で
きる問題も少なくないが、さらに踏み込んで取り組
むには、企業と研究者とが共通の課題について研
究・開発する「共同研究」という選択肢もあり、費用
負担は内容による。

研究成果の社会実装進む
　2022年度の共同研究件数は312件で、研究テ
ーマも幅広い。例えば、2020年度から始まった北
菱電興（金沢市）との共同研究では、「製造業にお
ける働きがいと労働生産性を両立させる新事業開
発と実証実験」に取り組んだ。
　この共同研究で生まれたのが2つのツールである。
1つは出退勤の際に匿名で感謝の気持ちを送る

「TAPPY（タッピー）」だ。これは、その日の退勤
時に感謝を伝えたい人をタップして選び、次の日に
自分への感謝の数が分かる仕組みである。もう1
つは、働きがいを高める作業のフィードバックツール

「FIBACK（フィバック）」だ。製造作業をサポートす
る治具にセンサーを取り付け、自分の作業時間を
記録する仕組みで、時間短縮を狙うなど作業をゲー
ム感覚で楽しむ人もいるという。これら2つのツール
は試験的に導入され、成果を挙げている。
　また、コマニー（小松市）は、金沢大学とLIXIL（リ
クシル／東京都）と共同で「トイレのオールジェンダ
ー利用に関する研究会」を発足し、性別を問わず
に利用できるトイレに関する意識調査を行った。調
査は2022年11月、心と体の性別が一致しない「ト
ランスジェンダー」325人を含む1,325人に実施し
た。2023年6月に調査結果を発表し、トランスジェ
ンダーの約4割が、職場で利用したいトイレを利用
できていないと回答したという。

学生とのディスカッションも
　企業とともに増えているのが自治体との共同
研究だ。中能登町とは「持続可能な観光地域づく

りに関する調査研究」、羽咋市とは「羽咋市の都
市像に係るグランドデザイン事業に関する研究」と

「小学生の交通事故削減に向けた研究」、小松
市とは「公立小松大学の小松市への経済波及効
果に関する共同研究」などの実績がある。
　このほか、「北陸未来共創フォーラム」を創設。
北陸地区の国立4大学と、企業・団体・行政機関が
協業する産学官金共創システムを構築し、全国の
地方創生のロールモデルの形成を目指している。
会員登録すれば、シンポジウムに参加したり、コーデ
ィネーターによる会員同士のマッチングを受けられ
たりするほか、グリーンイノベーションなど8つの分
科会やワーキンググループに参加できる。
　同機構の産学連携部門の責任者を務める安川
直樹准教授は「大学に相談するというと材料工学
や化学を想像されるかもしれないが、学生にも集ま
ってもらってディスカッションをしてアイデアを出して
もらうといった使い方もできる。できる限り要望に応
えるので一度相談してほしい」と話している。

教育・研究の活性化と社会貢献を目
的とする金沢大学先端科学・社会共
創推進機構のオフィスがある本部棟

働 きが いと労 働 生 産
性 を 両 立 さ せ る ツ
ール「TAPPY」（右）と

「FIBACK」
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〒920-8203 石川県金沢市鞍月2丁目20番地
石川県地場産業振興センター新館
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本文には見やすいユ
ニバーサルデザイン
フォントを使用してい
ます。

TEL. 076-267-1001
FAX. 076-268-4911
MAIL. info@isico.or.jp https://www.isico.or.jp

公式 Facebook をご覧ください。

TOPICS

編集後記

　「ISICO」と聞いても、どのような機関か分からない方もいらっしゃるかと思いますが、事業者

の方はもちろん、これから起業される方など、経営に関するお困りごとをお気軽にご相談いただ

ける機関です。今回の巻頭特集のテーマは、「伴走支援事例」です。ISICOでは、お困りごとに

対して、一緒に向き合い見つめ直し、解決に向けてまさに『伴走』して、いろいろなカタチで支

援をしていきます。私自身の『伴走』の強い味方は、やっぱり“白米”です。元気がないときはご

飯を食べると元気が出ます。ISICOにはさまざまな専門家がそろっていますのでお気軽にご利用

ください。

ライブラリで整備している研修用DVDの
紹介をしております。ぜひ一度、チェックし
てみてください！

https://www.facebook.com/isico.dgnet

「体験者が語る、事業承継を
円滑に進めるために必要なこと」

　ISICOは11月15日に地場産業振興センターと能登空港の
リモート会場で「体験者が語る、事業承継を円滑に進めるため
に必要なこと」と題し、事業承継セミナーを開催しました。
　親族内承継事例として（株）有川製作所 代表取締役・有川
富貴氏、従業員承継事例として（株）河北電工社 代表取締役
社長・安宅健一氏、
第三者承継事例と
して（有）よしだ商運 
代表取締役・柳橋大
輝氏を招き、それぞれ
に経験談を語ってい
ただきました。

さまざまな立場での承継事例を紹介

産業情報ポータルサイト
DGnet

　ISICOでは、セミナーや講演会、補助金の情報など、県内
企業の皆さまの経営に役立つ情報を集めたポータルサイト

「DGnet(デジネット)」を運営しています。
　ビジネスに役立つセミナー等を自ら登録できるほか、週2回
のメルマガ配信により約8,000人の会員宛に情報発信され
ます。
　また企業情報や人材
情報などもご登録いただ
けます。ぜひお気軽にご
活用ください。

情報発信や企業・イベントPR等にご活用ください

詳細はこちら ▶︎ https://www.isico.or.jp/site/dgnet

北陸株式上場セミナー開催
　石川県よろず支援拠点では10月23日、
富山・福井よろず支援拠点と共催で、北陸3
県の中小企業やベンチャー企業の経営者を
対象に、「北陸株式上場セミナー」を地場産
業振興センターで開催しました。講師の（株）
東京証券取引所上場推進部課長の宇壽
山図南氏、ダイワ通信（株） 代表取締役社

長・岩本秀成氏、OOKABE GLASS（株） 
代表取締役CEO・大壁勝洋氏から、株式上
場後の感想や上場を目指した経緯などを語
っていただきました。参加者からは「実際に
上場した方の言葉の重みを感じた」「具体的
で勉強になった」といった声が寄せられ、好
評を博しました。

最近の株式上場市場とは？


